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証券コード 5217
2023年６月５日

（電子提供措置の開始日2023年５月26日）
株 主 各 位

東京都中野区本町一丁目32番２号

取 締 役 社 長 園 田 育 伸
第47回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。
さて、当社第47回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げま

す。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブ

サイトに「第47回定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。

当社ウェブサイト
https://www.techno-q.com/ir/meeting-of-shareholders/

電子提供措置事項は、上記ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイト
にも掲載しております。こちらよりご確認される場合には、以下の東証ウェブサイト（東証
上場会社情報サービス）にアクセスして、銘柄名（テクノクオーツ） 又は証券コード
（5217） を入力、検索し、「基本情報」 、「縦覧書類／Ｐ Ｒ 情報」 と順に選択のうえ、
「縦覧書類」にある「株主総会招集通知／株主総会資料」欄の「情報を閲覧する場合はこち
ら」を選択することで、ご確認いただけます。

東京証券取引所ウェブサイト
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?
Show=Show

なお、当日ご出席願えない場合は、書面又はインターネット等によって議決権を行使することがで
きますので、お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討のうえ、４ページの
「議決権行使のご案内」及び５ページの「インターネット等による議決権行使のご案内」に従って、
2023年６月19日（月曜日）午後５時30分までに議決権を行使くださいますようお願い申し上げま
す。

敬 具
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記
1. 日 時 2023年６月20日（火曜日）午前10時30分
2. 場 所 東京都中野区本町一丁目32番２号

ハーモニースクエア３階「ハーモニーホール」
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

3. 会議の目的事項
報告事項 1. 第47期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）事業

報告及び連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の
連結計算書類監査結果報告の件

2. 第47期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）計算
書類報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役（監査等委員であるものを除く）４名選任の件
第４号議案 監査等委員である取締役１名選任の件
第５号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

４. 招集にあたっての決定事項
(１）電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、書

面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。従って、書面交付請
求をいただいた株主様に対して交付する書面は、監査報告を作成するに際し、監査等委員会及び会計
監査人が監査をした対象書類の一部であります。
①連結計算書類のうち、「連結株主資本等変動計算書」及び「連結注記表」
②計算書類のうち、「株主資本等変動計算書」及び「個別注記表」

(２）書面及びインターネットの双方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を
有効なものとさせていただきます。また、インターネットにより複数回議決権行使された場合は、最
後に行われた議決権行使を有効なものとさせていただきます。

(３）議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとして取
り扱わせていただきます。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
なお、電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載さ

せていただきます。
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【ご来場される株主の皆様へ】
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申し上げます。

◎お土産の配布は株主総会会場にご来場される株主様とご来場が難しい株主様との公平性等を勘
案し、取り止めとさせていただきます。また、株主懇親会は会場の都合上、取り止めとさせて
いただいております。何卒ご理解くださいますようお願い申し上げます。

◎株主総会へのご出席につきましては、総会開催時点での新型コロナウイルスの流行状況やご自
身の体調をご確認のうえ、慎重なご判断をお願い申し上げます。

◎当日ご出席される株主様のマスク着用に関しましては、株主様の判断に委ねさせていただきま
すが、状況によっては当社で用意したマスクの着用をお願いすることがありますので、ご了承
ください。

◎株主総会の運営に携わる従業員は、当日の体調に問題がないことを確認したうえ、対応を行い
ます。マスクを着用する等の感染症拡大防止の対応をさせていただく場合があります。
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郵送で議決権をご行使される場合
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、ご返送ください。

2023年６月19日（月曜日）午後５時30分到着分まで行使期限

1

インターネットで議決権をご行使される場合

株主総会にご出席される場合
同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。

議決権を有する当社の他の株主１名を代理人にご指定のうえ、代理権を証明する書面を株主総会当日、�
会場受付にご提出ください。

【代理人によるご出席について】

2023年６月20日（火曜日）午前10時30分開催日時

ハーモニースクエア３階「ハーモニーホール」開催場所

3

議決権行使サイトで議案に対する賛否をご入力いただき、ご送信ください。

※詳細につきましては5ページ【インターネット等による議決権行使のご案内】をご参照ください。
QRコードを読み取る方法による議決権行使は、

「ログインID」「仮パスワード」の入力が不要になります。

2023年６月19日（月曜日）午後５時30分まで行使期限

2

▌議決権行使のご案内
議決権行使には以下の３つの方法がございます。

・�書面及びインターネットの双方で議決権行使された場合はインターネットによる議決権行使を有効なものとさ
せていただきます。
・�インターネットにより複数回議決権行使された場合は、最後に行われた議決権行使を有効なものとさせていた
だきます。

4
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テクノクオーツ株式会社

以降は、画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

テクノクオーツ株式会社　御中

テクノクオーツ株式会社

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・ 
仮パスワード」を入力し、クリックしてください。

2

新しいパスワードを登録してください。3

議決権行使書副票（右側）に記載のQRコードを
読み取ってください。

1 議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

以降は、画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを入力する方法

https://evote.tr.mufg.jp/議決権行使
ウェブサイト

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク

ふ0120-173-027
（通話料無料／受付時間 午前９時～午後９時）

議決権行使書副票に記載のログインID、仮パスワー
ドを入力することなく、議決権行使サイトにログイン 
することができます。

QRコードを用いずに議決権を行使する場合は、右の「ログイン
ID・仮パスワードを入力する方法」をご確認ください。

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
クリック

▌インターネット等による議決権行使のご案内

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

「新しいパスワード」
を入力

「送信」をクリック

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

5
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2,368

2,200 

992

1,606
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2,446

1,419

130

764.97

20,063
4,354

2,957

4,068

26.8 28.6 34.7 34.4増 増 増 増

売上高

200億63百万円
前期比

％

営業利益

40億68百万円
前期比

％

経常利益

43億54百万円
前期比

％

29億57百万円

親会社株主に帰属する
当期純利益

前期比

％

連結業績ハイライトご参考

営業利益 （単位：百万円）売上高 （単位：百万円） 経常利益 （単位：百万円）

20/3期 21/3期 22/3期 23/3期 20/3期 21/3期 22/3期 23/3期 20/3期 21/3期 22/3期 23/3期

1株当たり当期純利益 （単位：円）親会社株主に帰属する
当期純利益

（単位：百万円） 1株当たり配当金 （単位：円）

20/3期 21/3期 22/3期 23/3期 20/3期 21/3期 22/3期 23/3期 20/3期 21/3期 22/3期 23/3期

（注）当社は2022年10月１日付で普通株式１株に
　　　つき５株の割合で株式分割を行っております。
　　　2020年３月期の期首に当該株式分割が行わ
　　　れたと仮定し１株当たり当期純利益を算定し
　　　ております。

（注）「収益認識に関する会計基準」等を2022年３月期
　　の期首から適用しており、22/3期以降の数値につい
　　ては、当該会計基準等を適用した後の数値となって
　　おります。

（注）当社は2022年10月１日付で普通株式１株に
　　　つき５株の割合で株式分割を行っております。
　　　2023年３月期については、当該株式分割を考
　　　慮した額を記載しております。
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株主総会参考書類

議案及び参考事項
第１号議案 剰余金の処分の件

当社は、株主の皆様に対する安定的利益還元を重要課題と認識しております。さらに、
自己資本の充実と収益力向上のため、経営基盤の充実を図るとともに、中長期的な視点に
立って配当水準の向上に積極的に取り組む方針であります。
このような方針のもと、剰余金の処分につきましては、当期の業績及び配当性向等を総

合的に判断し、以下のとおりとさせていただきたいと存じます。

１．期末配当に関する事項
（1）配当財産の種類

金銭といたします。
（2）配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき 130円
配当総額 502,672,820円

（3）剰余金の配当が効力を生じる日 2023年６月21日
２．剰余金処分に関する事項

該当事項はありません。

2023年06月16日 09時32分 $FOLDER; 7ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



株主総会参考書類

8

第２号議案 定款一部変更の件
１．変更の理由

当社は、これまでもコーポレートガバナンスの充実を重要な経営課題との認識に立
ち、その強化に取り組んできております。
今般、当社の継続的な成長発展を実現し、経営管理体制の一層の強化を図る観点か

ら、役付取締役に取締役副社長を追加することとし、これに伴い、代表取締役および役
付取締役に関する定款を一部変更するものであります。

２．変更の内容
変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更部分）
現 行 定 款 変 更 案

第４章 取締役および取締役会 第４章 取締役および取締役会
(代表取締役および役付取締役)
第22条 取締役会は、その決議によって代表

取締役を選定する。
２ 取締役会は、その決議によって取締

役会長、取締役社長各１名、専務取
締役、常務取締役各若干名を定める
ことができる。

(代表取締役および役付取締役)
第22条 取締役会は、その決議によって代表

取締役を選定する。
２ 取締役会は、その決議によって取締

役会長、取締役社長各１名、取締役
副社長、専務取締役、常務取締役各
若干名を定めることができる。
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第３号議案 取締役（監査等委員であるものを除く）４名選任の件
取締役（監査等委員であるものを除く）全員（５名）は、本総会の終結の時をもって任

期満了となりますので、取締役（監査等委員であるものを除く）４名の選任をお願いした
いと存じます。
監査等委員会は、再任候補者に関して、当該事業年度における業務執行状況及び業績等

を総合的に評価した結果、当社の取締役として適任であると判断しております。
取締役（監査等委員であるものを除く）候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴、地 位、担 当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社株式数

１

そ の だ いくのぶ
園 田 育 伸

（1959年７月21日生）

再任

1982年４月 ジーエルサイエンス㈱入社
2012年４月 同社営業本部営業企画部長
2014年７月 同社執行役員営業企画部長
2015年７月 同社執行役員総合企画部長
2017年４月 同社執行役員経営企画室長
2018年６月 同社取締役経営企画室長兼当社取締役
2019年６月 当社取締役社長 現在に至る

（重要な兼職の状況）
杭州泰谷諾石英有限公司董事長

3,000株

【取締役候補者とした理由】
当社社長として、経営全般を統括し、さらに親会社における営業及び経営
企画部門での豊富な経験による幅広い知識と見識を有し、卓越したリーダ
ーシップを発揮しております。当社取締役としての職務を適切に遂行でき
ると判断し、引続き取締役候補者としました。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴、地 位、担 当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社株式数

２

たかはし ひろし
高 橋 寛

（1957年２月15日生）

再任

2004年１月 当社入社
2005年５月 杭州泰谷諾石英有限公司生産部部長
2008年１月 同社総経理
2008年７月 当社生産本部製造管理部長
2010年５月 当社執行役員営業本部長
2011年６月 当社取締役営業本部長
2012年２月 当社取締役営業本部長兼生産本部副本部長
2014年６月 当社取締役営業本部長
2016年６月 当社常務取締役営業本部長
2017年６月 当社常務取締役半導体事業統括

兼杭州泰谷諾石英有限公司担当
営業本部長

2019年６月 当社常務取締役半導体事業統括
兼杭州泰谷諾石英有限公司担当

2020年６ 月 当社専務取締役半導体事業統括
兼杭州泰谷諾石英有限公司担当

2021年６ 月 当社専務取締役 現在に至る

（重要な兼職の状況）
杭州泰谷諾石英有限公司董事

4,700株

【取締役候補者とした理由】
国内・海外での営業及び製造部門における豊富な経験により業界事情、マ
ーケットに精通し、現在は半導体事業全般の責任者として、当社グループ
の経営を牽引しております。当社取締役としての職務を適切に遂行できる
と判断し、引続き取締役候補者としました。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴、地 位、担 当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社株式数

３

ま す だ いさむ
増 田 勇

（1970年８月18日生）

再任

1997年11月 当社入社
2016年４月 当社生産本部副本部長兼製造部長
2016年７月 当社執行役員生産本部副本部長

兼製造部長
2017年４月 当社執行役員生産本部副本部長
2017年６月 当社執行役員生産本部長
2019年６月 当社取締役生産本部長 現在に至る

（重要な兼職の状況）
杭州泰谷諾石英有限公司董事
アイシンテック株式会社代表取締役

2,500株

【取締役候補者とした理由】
製造及び生産技術部門に長年携わり、当社製品における製造側とユーザー
側両面のニーズに関する豊富な知識と経験を有し、現在は生産部門の責任
者として、当社グループの経営を牽引しております。当社取締役としての
職務を適切に遂行できると判断し、引続き取締役候補者としました。

４

て が わ ひでかず
手 川 英 一

（1970年７月14日生）

再任

1996年９月 当社入社
2016年４月 当社営業本部国内営業部長

兼関⻄営業所長兼北陸営業所長
2016年７月 当社執行役員営業本部国内営業部長

兼関⻄営業所長兼北陸営業所長
2017年６月 当社執行役員営業本部副本部長

兼国内営業部長
2019年６月 当社取締役営業本部長 現在に至る

（重要な兼職の状況）
アイシンテック株式会社取締役

1,700株

【取締役候補者とした理由】
長年の国内営業での豊富な経験により、業界事情やマーケットに精通して
おり、現在は営業部門の責任者として、当社グループの経営を牽引してお
ります。当社取締役としての職務を適切に遂行することができると判断し、
引続き取締役候補者としました。

（注）1. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
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2. 当社は、職務執行の萎縮防止及び優秀な人材の確保のため、役員等賠償責任保険契約を保険会社と
の間で締結しており、任期途中に当該保険契約を更新する予定であります。その契約の内容の概要
は、事業報告「Ⅲ．会社役員に関する事項 ２．役員等賠償責任保険契約の概要」に記載のとおり
であります。

3. 候補者の所有する当社株式の数には、当社役員持株会における持分を含めた2023年３月31日現在
の持株数を記載しております。
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第４号議案 監査等委員である取締役１名選任の件
監査等委員である取締役石川和弥は、本総会の終結の時をもって任期満了となりますの

で、監査等委員である取締役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
監査等委員である取締役の候補者は次のとおりであります。
氏 名
（生年月日）

略 歴、地 位、担 当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社株式数

いしかわ か ず や
石 川 和 弥

（1956年９月20日生）

再任 社外 独立

1980年４月 ㈱三菱銀行（現 ㈱三菱UFJ銀行）入行
2001年７月 同行厚木支社長
2004年４月 同行四谷支社長
2007年４月 同行大森支社長
2009年５月 エムエスティ保険サービス㈱入社
2017年10月 同社常務執行役員 管理本部副本部長
2019年６月 当社取締役常勤監査等委員 現在に至る

（重要な兼職の状況）
杭州泰谷諾石英有限公司監事
アイシンテック株式会社監査役

400株

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割】
金融機関・事業会社での豊富な経験と幅広い知見を有し、客観的かつ中立
的な立場から経営の監督や助言を行い、当社の企業価値向上や経営の健全
性確保に貢献しております。今後も期待する役割を果たすことができるも
のと判断し、引続き監査等委員である取締役候補者としました。

（注）1. 石川和弥氏は社外取締役候補者であり、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、本
議案の承認可決を前提に同取引所に届け出ております。

2. 石川和弥氏の当社の社外取締役及び監査等委員である取締役としての在任期間は、本定時株主総会
の終結の時をもって４年となります。

3. 当社は石川和弥氏との間において、当社定款に基づき、法令に定める額を限度として賠償責任を限
定する責任限定契約を締結しております。同氏が再任された場合、当該契約を継続する予定であり
ます。

4. 当社は、職務執行の萎縮防止及び優秀な人材の確保のため、役員等賠償責任保険契約を保険会社と
の間で締結しており、任期途中に当該保険契約を更新する予定であります。その契約の内容の概要
は、事業報告「Ⅲ．会社役員に関する事項 ２．役員等賠償責任保険契約の概要」に記載のとおり
であります。

5. 候補者の所有する当社株式の数には、当社役員持株会における持分を含めた2023年３月31日現在
の持株数を記載しております。
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（ご参考）取締役スキル・マトリックス
当社は、知識・経験・能力や国際性といった面での多様性とバランスを確保するという考

えに基づき、取締役会を構成しております。
本定時株主総会において、第３号議案及び第４号議案が承認可決された場合、当社の取締

役会は以下のようなスキルを持ったメンバーにより構成されることになります。

氏 名 当社における
地位 企業経営 ESG

社会貢献
国際
ビジネス

業界知見
マーケ
ティング

研究開発
生産技術

財務
会計

法務
リスク管理

人事
労務

園田 育伸 取締役社長 ● ● ● ●

高橋 寛 専務取締役 ● ● ● ●

増田 勇 取締役 ● ● ● ● ●

手川 英一 取締役 ● ● ● ●

石川 和弥
取締役
常勤監査等委員
(社外取締役)

● ● ● ● ●

谷口 茂樹
取締役
監査等委員
(社外取締役)

● ● ● ●

森田 岳人
取締役
監査等委員
(社外取締役)

● ● ● ●

※上記は、有する全ての知見・経験を表すものではありません。
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第５号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件
本総会終結の時をもって任期満了により取締役を退任されます岸慎二氏に対し、その

在任中の労に報いるため、当社所定の基準に従い相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈す
ることとし、その金額、時期及び方法等は、取締役会にご一任願いたいと存じます。
なお、本議案は、当社取締役会が決定した取締役の報酬等の決定方針に沿うものであ

り、その内容は相当であります。
退任取締役の退職慰労金の対象期間における略歴は次のとおりであります。

氏 名 略 歴

きし し ん じ
岸 慎 二

2016年６月 当社取締役
2019年６月 当社常務取締役 現在に至る

以 上
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事 業 報 告
（2022

2023
年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで）

Ⅰ. 経営成績に関する分析
1. 当期の経営成績

当連結会計年度(2022年４月１日から2023年３月31日まで)におけるわが国経済は、新型
コロナウイルス感染症の影響による経済活動の制限が緩和され、消費や投資など、概ね回復
基調で推移しました。一方、ウクライナ情勢の長期化、原材料やエネルギー価格の高騰、円
安の進行や諸物価の上昇による消費停滞の懸念など、景気の下振れリスクから依然として先
行き不透明な状況が続きました。

当社グループが属する半導体業界におきましては、パソコンやスマートフォン向け需要の
落ち込みがありましたが、その反面、５GやAI、IoT化の進展、自動車や産業機器関連の需
要の高まりから、一部では半導体の供給不足が依然として続く状況となりました。また、年
度後半からは、米国による中国への半導体技術輸出規制の強化が発表されたことによる半導
体需要への影響や今後の国内半導体製造装置メーカーの動向などが注目される状況となって
おります。
このような環境の中、当社では、これまでの豊富な受注残高と工場の高稼働に伴う量産効

果を背景に、当連結会計年度においては、売上高・利益ともに過去最高の業績を達成するこ
とができました。また、受注につきましては、第１・第２四半期において大変好調に推移し
ましたが、市場動向を反映する形で、後半はやや弱含みに推移しました。

以上の結果、売上高は20,063百万円（前年同期比26.8％増）、営業利益は4,068百万円
（同28.6％増）、経常利益は4,354百万円（同34.7％増）、親会社株主に帰属する当期純利益
は2,957百万円（同34.4％増）となりました。
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2. 設備投資の状況
当連結会計年度において実施した設備投資の総額は2,210百万円であります。主に旧型設

備の買換え及び機械装置の新規購入、さらにアイシンテック株式会社の喜多方工場建設によ
るものです。

3. 資金調達の状況
当連結会計年度において、増資、社債発行及び巨額の借入等による重要な資金調達は行っ

ておりません。

4. 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
特に記載すべき事項はございません。

5. 他の会社の事業の譲受けの状況
特に記載すべき事項はございません。

6. 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
特に記載すべき事項はございません。

7. 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
当社は、2022年７月22日付で、アイシンテック株式会社の発行済株式を全部取得し、子

会社化いたしました。
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8. 対処すべき課題
2023年度のわが国経済は、政府が感染法上の新型コロナウイルスの対応として、「２類」

から季節性インフルエンザなどと同じ「５類」へ移行されたことにより、経済活動の正常化
や景気の持ち直しが期待されています。その反面、世界的な食糧・エネルギー価格の高騰や
ウクライナ情勢の長期化、米中間の対立、金融資本市場の変動の影響など、景気の先行きが
不透明な状況となっており、今後を注視していく必要があります。

一方、半導体業界におきましては、「コロナショック」を契機に本格化した生活の多様化、
世界的なリモートワークの広がり、データセンター等メモリー需要の高まりなどプラス要因
は持続し、また、５G通信やIoT、AI/ディープラーニング、自動運転の本格化等でデータ量
の更なる増加も見込まれることから、今後も半導体不足が想定され、中長期的に半導体需要
拡大のトレンドは継続していくものと予想されます。

当社グループの受注環境は、足元では半導体市場が調整局面に入っており停滞感がみられ
ますが、市況回復を見据えた各メーカーの先行的な投資活動は継続方向にあります。また、
世界各地域で半導体に対する政府補助を伴う計画が進められるなど、今後とも半導体市場は
底堅い潜在需要を背景に着実な拡大が見込まれており、当社は、今後の中長期的な受注拡大
の見通しは変えておりません。

このような状況下、当社グループが今後とも取り組むべき中長期的な成長戦略と課題を以
下に示します。

（１）生産能力増強
・中国子会社工場の拡張に続く、国内における増産体制構築のための設備投資を順次進め
てまいります。

・品質管理の高度化を進めるとともに、社外パートナー、外注先等との連携強化を通じ
て、生産能力の向上を目指します。

（２）営業力強化
・コロナ後のお取引先との関係強化を図るとともに、高付加価値製品の開発と拡張を行
い、石英・シリコン製品の量産品のマーケット拡大を目指します。
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・シリコン製品の開発品、量産品の更なる売り込みを強化するとともに、火加工製品等、
高難易度製品の拡大を図ります。

（３）業務効率化
・業務フロー、作業手順等の見直しを進め、業務自動化・効率化等のDXを推進します。
・テレワーク、会議システム等、効率化に資するシステムツールの更なる活用を図りま
す。

（４）経営基盤強化
・ESG経営、SDGsへの対応を進めるとともに、会社法改正への対応や新市場区分移行後
のコーポレートガバナンス強化への対応を行います。

・財務指標や株価を意識した経営を行い、IR機能強化、リスクマネジメント強化を図りま
す。

（５）人材育成
・各種研修の充実、業務マニュアルの作成推進、人事ローテーションの活発化等により、
優秀な人材の育成に努めます。
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9. 財産及び損益の状況の推移
①企業集団の財産及び損益の状況の推移

区 分
第44期 第45期 第46期 第47期（当期）

2020年３月期 2021年３月期 2022年３月期 2023年３月期
売 上 高 (百万円) 9,082 12,791 15,820 20,063
経 常 利 益 (百万円) 1,480 2,368 3,231 4,354
親会社株主に帰属
する当期純利益 (百万円) 992 1,606 2,200 2,957

１株当たり当期純利益 (円) 256.68 415.32 568.97 764.97
総 資 産 (百万円) 13,318 15,273 18,310 23,792
純 資 産 (百万円) 9,705 11,254 13,779 16,590
１ 株 当 た り 純 資 産 (円) 2,509.28 2,910.36 3,563.16 4,290.54
（注）1. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数（自己株式を控除した株式数）により、１株当

たり純資産は、期末発行済株式総数（自己株式を控除した株式数）により算出しております。
2. 第46期より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を適用し

ており、第46期以降の財産及び損益の状況については、当該会計基準等を適用した後の数値を記載
しています。

3. 当社は、2022年10月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。第44
期の連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、「１株当たり当期純利益」と「１株
当たり純資産」を算定しております。
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②当社の財産及び損益の状況の推移

区 分
第44期 第45期 第46期 第47期（当期）

2020年３月期 2021年３月期 2022年３月期 2023年３月期
売 上 高 (百万円) 8,291 11,441 13,887 16,933
経 常 利 益 (百万円) 1,568 1,714 2,497 3,199
当 期 純 利 益 (百万円) 1,196 1,173 1,732 2,230
１株当たり当期純利益 (円) 309.29 303.35 447.99 576.87
総 資 産 (百万円) 12,674 14,258 15,930 19,540
純 資 産 (百万円) 8,984 10,039 11,508 13,352
１ 株 当 た り 純 資 産 (円) 2,323.05 2,596.14 2,975.91 3,453.25
（注）1. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数（自己株式を控除した株式数）により、１株当

たり純資産は、期末発行済株式総数（自己株式を控除した株式数）により算出しております。
2. 第46期より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を適用し

ており、第46期以降の財産及び損益の状況については、当該会計基準等を適用した後の数値を記載
しています。

3. 当社は、2022年10月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。第44
期の事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、「１株当たり当期純利益」と「１株当た
り純資産」を算定しております。
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10. 重要な親会社及び子会社の状況
①親会社との関係

ジーエルサイエンス株式会社は当社の株式2,542,000株（議決権比率65.74％）を所有
する親会社であり、同社は精密理化学機器及び科学研究用機器並びに同機器消耗品等の製
造及び販売を行っております。
また、同社との間に理化学機器関連について取引があります。
同社の第56期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）の連結売上高は38,679

百万円（前連結会計年度比16.8％増)、親会社株主に帰属する当期純利益は3,499百万円
（同25.2％増）となっております。

②重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容
千 ％

杭州泰谷諾石英有限公司 US＄24,100 100 半導体製造装置用石英製品・
シリコン製品の加工製造販売

千円 ％

アイシンテック株式会社 3,000 100 高純度石英ガラス、結晶シリコン
等の加工

千 ％
ＧＬ ＴＥＣＨＮＯ

Ａｍｅｒｉｃａ，Ｉｎｃ. US＄100 100 半導体製造装置用部品その他の製
造販売及び輸出入業務

（注） 特定完全子会社に該当する子会社はありません。

③企業結合の成果
特に記載すべき事項はございません。

11. 主要な事業内容
当社グループは、石英ガラスの加工技術を基に、半導体製造装置用の石英治具及び理化学
機器、シリコン加工、産業用加熱機器の製造、販売を主力事業としております。
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12. 主要な営業所及び工場（2023年３月31日現在）
①テクノクオーツ株式会社

本 社 東京都中野区本町一丁目32番２号
工 場 蔵王工場 （山形県山形市） 蔵王南工場（山形県山形市）
主な営業所 東京営業所（東京都中野区） 東北営業所（山形県山形市）

関⻄営業所（京都府京田辺市）九州営業所（熊本県熊本市）
北陸営業所（富山県富山市）

②杭州泰谷諾石英有限公司
本社及び工場 中国浙江省杭州市

③アイシンテック株式会社
本社及び工場 福島県喜多方市

④ＧＬ ＴＥＣＨＮＯ Ａｍｅｒｉｃａ，Ｉｎｃ．
本 社 米国カリフォルニア州

13. 従業員の状況
①企業集団の従業員の状況（2023年３月31日現在）

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

598名 49名増

（注） 上記従業員数には、臨時従業員（15名）は含んでおりません。

②当社の従業員の状況（2023年３月31日現在）

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

289名 22名増 38.4歳 12.0年

（注） 上記従業員数には、臨時従業員（15名）は含んでおりません。

14. 主要な借入先の状況（2023年３月31日現在）
借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 山 形 銀 行 892百万円

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 841百万円
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Ⅱ. 会社の株式に関する事項
1. 発行可能株式総数 15,600,000 株
2. 発行済株式の総数 3,866,714 株（自己株式33,286株を除く）

3. 株主数 1,995 名
4. 大株主

株 主 名 持 株 数 持株比率
株 ％

ジ ー エ ル サ イ エ ン ス 株 式 会 社 2,542,000 65.74

テ ク ノ ク オ ー ツ 従 業 員 持 株 会 61,700 1.60

株 式 会 社 山 形 銀 行 50,000 1.29

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 40,000 1.03
三菱UFJモルガン・スタンレー証券株式会社 25,700 0.66

G O L D M A N S A C H S I N T E R N A T I O N A L 21,600 0.56

丸 山 譲 20,400 0.53

株 式 会 社 山 口 銀 行 20,000 0.52

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 17,000 0.44

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE NON TREATY CLIENTS ACCOUNT 17,000 0.44
（注） 持株比率は自己株式（33,286株）を控除して計算しております。

5. その他株式に関する重要な事項
特に記載すべき事項はございません。
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Ⅲ. 会社役員に関する事項
1. 取締役の氏名等

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

取 締 役 社 長 園 田 育 伸 杭州泰谷諾石英有限公司董事長
（代 表 取 締 役）
専 務 取 締 役 高 橋 寛 杭州泰谷諾石英有限公司董事

常 務 取 締 役 岸 慎 二 管理本部長
兼経理部長兼経営企画室長
杭州泰谷諾石英有限公司董事

取 締 役 増 田 勇 生産本部長
杭州泰谷諾石英有限公司董事
アイシンテック株式会社代表取締役

取 締 役 手 川 英 一 営業本部長
アイシンテック株式会社取締役

取締役（常勤監査等委員） 石 川 和 弥 杭州泰谷諾石英有限公司監事
アイシンテック株式会社監査役

取締役（監査等委員） 谷 口 茂 樹
取締役（監査等委員） 森 田 岳 人 松田綜合法律事務所パートナー 弁護士

（注）1. 石川和弥、谷口茂樹及び森田岳人の３氏は、社外取締役であります。
2. 石川和弥、谷口茂樹及び森田岳人の３氏は、東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相

反が生じるおそれのない独立役員であります。
3. 監査等委員の石川和弥氏は、監査・監督の実効性及び監査部との連携をより高め、さらに業務執行

取締役とのコミュニケーションアップを図る目的で、常勤の監査等委員に選定しております。なお、
同氏は長きにわたり金融機関に在籍し、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであり
ます。

4. 当社と社外取締役３名は、法令に定める額を限度として賠償責任を限定する責任限定契約を締結し
ております。
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2. 役員等賠償責任保険契約の概要
当社は、職務執行の萎縮防止及び優秀な人材の確保のため、役員等賠償責任保険契約を

保険会社との間で締結しております。その契約の概要は、以下のとおりです。

①被保険者の範囲
当社取締役（監査等委員を除く）及び監査等委員である取締役

②保険契約の内容の概要
１）被保険者の実質的な保険等負担割合

保険料は特約部分も含め会社負担としており、被保険者の実質的な保険料負担はあり
ません。

２）補填の対象となる保険事故の概要
特約部分も合わせ、被保険者である役員等がその職務の執行に関し責任を負うこと、

又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生じることのある損害について補
填することとしております。ただし、法令違反の行為であることを認識して行った行為
の場合等、一定の免責事由が設けられています。

3. 取締役の報酬等の額
①会社役員の報酬等の額又はその算出方法関係に係る決定に関する事項

当社は2021年２月19日開催の取締役会において、取締役の個人別報酬等の内容に係る
決定方針を以下のとおり決議しております。

１）基本方針
当社の取締役の報酬等は、以下の基本方針により決定するものとする。

・健全で持続的な企業成長と株主価値の向上を重視した報酬制度とする。
・優秀な経営人材を確保できる競争力ある報酬体系と水準を指向する。
・報酬決定プロセスの客観性・透明性と報酬の妥当性を確保する。
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２）取締役の個人別報酬（金銭報酬）の額の決定に関する方針
当社は、取締役の個人別報酬（金銭報酬）の額について、定時株主総会の決議により

承認された限度額の範囲内で、以下の方針により決定する。
＜固定報酬＞
・月例定額報酬

月例定額報酬は、基本報酬部分とその職務に応じて算定される手当部分により構成し、
その額は社員最高位の給与を参考に、役位・職責に基づいて、業績・経営環境等も総合的
に勘案して決定する。なお、非常勤監査等委員は、職務内容を踏まえて基本報酬部分のみ
とする。また、原則として毎年６月開催の定時株主総会終了後に、同年７月より翌年６月
までの１年間の報酬額を決定する。

＜業績連動型報酬＞
・役員賞与

役員賞与は、事業年度ごとの業績向上への意識を高めること等を目的に支給するもので
あり、半期ごとの業績（売上高目標達成率及び売上高営業利益率）に連動して支給される
社員賞与の年間支給水準を踏まえた「役員賞与に係る運用基準」に基づいて決定し、原則
として対象事業年度の決算公表後に支給する。なお、非常勤監査等委員は対象外とする。

＜その他の金銭報酬＞
・退職慰労金

退職慰労金は、退任する取締役（監査等委員を除く）及び監査等委員である取締役に
対し、定時株主総会の決議による承認を前提に、「退職慰労金贈呈基準」に基づいて、月
例定額報酬の基本報酬部分と職位（係数）及び在任期間等により決定し、退任後に支給す
る。

３）取締役の個人別報酬の額の割合の決定に関する方針
当面は非金銭報酬等の導入を見合わせ、金銭報酬を100％とする。金銭報酬のうち業績

連動型報酬の割合は30％以内を目安とする。
４）取締役の個人別報酬等の内容についての決定方法

取締役の個人別報酬等の内容は、取締役（監査等委員を除く）については取締役会で、
監査等委員である取締役については監査等委員会で、個々に２）取締役の個人別報酬（金
銭報酬）の額の決定に関する方針に基づいて協議のうえ決定する。
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②当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締役会
が判断した理由
当社取締役の個人別の報酬等の内容の決定に当たっては、代表取締役社長が原案を策定

し、全員が独立社外取締役である監査等委員会の意見を踏まえつつ決定方針との整合性を
含めた多角的な検討を行っているため、取締役会も決定方針に沿うものであると判断して
おります。

③役員区分ごとの報酬の総額、報酬等の種類別総額及び対象となる役員の員数

役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる役員
の員数（名）固定報酬 業績連動報酬 退職慰労金

取締役
（監査等委員を除く）
（うち社外取締役）

124 92 23 8 5
（―） （―） （―） （―） （0）

取締役
（監査等委員）
（うち社外取締役）

18 16 1 0 3
（18） （16） （1） （0） （3）

合 計 143 109 24 9 8
（注）1. 業績連動報酬は役員賞与であり、当該事業年度の売上高目標達成率及び営業利益率に基づいて支給

された社員賞与の支給乗率（年度実績）にさらに一定係数を乗じて算定支給しております。
2. 上記退職慰労金には、当事業年度に計上した役員退職慰労引当金繰入額が含まれております。
3. 取締役（監査等委員を除く）及び取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2020年６月23日開催の

第44回定時株主総会において、取締役（監査等委員を除く）が年額150百万円以内、取締役（監査
等委員）が年額30百万円以内と決議いただいております。なお、当該定時株主総会終結時点の取締
役（監査等委員を除く）の員数は５名、取締役（監査等委員）の員数は3名です。

④業績連動報酬の算定基礎に用いた業績指標の選定理由
年度経営計画における主要経営目標である売上高目標達成率及び営業利益率は、端的に

当該年度の成果を表す業績指標として業績連動報酬の算定基礎に用いております。

2023年06月16日 09時32分 $FOLDER; 28ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



事業報告

29

4. 社外役員に関する事項
①重要な兼職先と当社との関係

取締役（監査等委員）の森田岳人氏は、兼職先である松田綜合法律事務所のパートナー
を兼務しております。なお、当社と当該法律事務所の間には、重要な取引その他の関係は
ありません。

②当事業年度における主な活動状況
１）取締役会及び監査等委員会への出席状況

取締役会（20回開催） 監査等委員会（13回開催）
出席回数 出席率 出席回数 出席率

取 締 役
（常勤監査等委員） 石 川 和 弥 20回 100％ 13回 100％

取 締 役
（監査等委員） 谷 口 茂 樹 19回 95.0％ 12回 92.3％

取 締 役
（監査等委員） 森 田 岳 人 20回 100％ 13回 100％

２）取締役会及び監査等委員会における発言内容
監査等委員石川和弥、谷口茂樹、森田岳人の３氏は豊富な経験と高い専門性を活かし、

企業経営に対する客観的・中立的な見地から、取締役会の意思決定の適法性・妥当性を
確保するための助言・提言を行っております。
監査等委員会においては、監査の実施状況及び結果についての報告・協議を行うほか、

取締役・執行役員から職務の執行について説明や報告を受けております。

③期待される役割に関して行った職務の概要
特に当事業年度においては、国内外における当社グループの業容拡大を踏まえ、グルー

プガバナンスの観点から全社的なリスク管理体制の整備状況とその実効性について重点的
に監査を実施し、取締役会で提言を行いました。
石川和弥氏は金融機関・事業会社での豊富な経験と幅広い知見で、谷口茂樹氏は金融機

関及びその関係会社における会社経営等の豊富な経験と幅広い知見で、森田岳人氏は弁護
士としての高い専門性や見識と豊富な経験で、客観的かつ中立的な立場から、経営に対す
る適切な監督や助言を行い、社外取締役として期待される役割を果たしております。
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Ⅳ． 会計監査人の状況
1. 会計監査人の名称

名 称 監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

2. 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
支 払 額

①当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 19百万円

②当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 19百万円

（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、「会社法」に基づく監査と「金融商品取引法」に基づ
く監査の報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できませんので、①の支払額にはそれらの
合計額を記載しております。

2. 監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、
前事業年度の監査計画と実績の比較、監査時間及び報酬額の推移を確認したうえで、当事業年度の
監査予定時間及び報酬額の妥当性等を検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条
第１項の同意を行っております。

3. 当社の子会社である杭州泰谷諾石英有限公司は、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けて
おります。

3. 非監査業務の内容
特に記載すべき事項はございません。

4. 責任限定契約の内容の概要
特に記載すべき事項はございません。

5. 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認め

られる場合には、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。
また、監査等委員会は、会計監査人の品質管理水準、専門性、独立性及びその他の能力な

ど、会計監査人の職務遂行能力・状況等を総合的に判断し、監査の適正性及び信頼性が確保
できないと認めたときは、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の
内容を決定いたします。
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Ⅴ． 会社の体制及び方針
当社は、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体制」並びに

金融商品取引法に基づく「財務報告に係る内部統制に関する体制」を整備することについて、
以下のとおり取締役会において決議しております。
当社は、内部統制の更なる強化に向けた整備と運用を引続き進めてまいります。

1. 業務の適正を確保するための体制
①当社及び子会社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制
１）当社は、「創立の根本精神及経営理念」において「経営者は私欲に負けない」と謳って
いるように、取締役及び使用人に対し、法令遵守は当然のこととして、社会の構成員に
求められる高い倫理観、価値観に基づき誠実に行動することを求めている。

２）取締役会は、企業統治を一層強化する観点から、実効性ある内部統制システムの構築
と会社による全体としての法令・定款遵守の体制の確立に努める。

３）内部監査担当による監査と監査等委員である取締役（以下、監査等委員という）によ
る監査を充実させ、内部統制システムの有効性を確保し、課題の早期発見と是正に努め
る。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務執行にかかる情報については、法令及び社内規程に基づき、文書又は電磁

的媒体（以下、文書等という）に記録し、保存する。必要に応じて取締役、監査等委員、
会計監査人等が、文書管理規程により、常時、これらの文書等を閲覧、謄写できるものと
する。

③当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社の企業としてのリスクに対応するため、リスク毎に管理・対応部門を決定し適切な

処置を行う。また、必要に応じてリスク管理の観点から規程類の整備を行う。
コンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティ及び輸出管理等にかかるリス

クについては、それぞれの担当部署にて、規則・ガイドラインの制定、研修の実施、マニ
ュアルの作成・配布を行うものとし、組織横断的リスク状況の監視及び全社的対応は総務
部が行うものとする。新たに生じたリスクについては取締役会においてすみやかに対応責
任者となる取締役を定める。
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④当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
１）当社は、定例取締役会を月１回開催するほか必要に応じて臨時に開催する。
２）取締役は、取締役会規則等の職務権限・意思決定に関する規程に基づき、適正かつ効
率的に担当する職務の執行を行う。

３）取締役会は取締役、社員が共有する全社的な目標を定め、この目標達成に向けて、迅
速な意思決定ができるよう、ＩＴ技術を活用した情報システムを構築し、効率的な業務
執行体制を確保する。

⑤当社及び子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制
１）当社は、「創立の根本精神及経営理念」の中で、取締役及び使用人に対し、法令遵守は
当然のこととして、社会の構成員に求められる高い倫理観、価値観に基づき誠実に行動
することを求めている。

２）取締役会は、企業統治を一層強化する観点から、実効性ある内部統制システムの構築
と会社による全体としての法令・定款遵守の体制の確立に努める。

３）企業理念、企業行動規範、企業倫理規程等、コンプライアンス体制にかかる規程を役
職員が遵守し、自ら定めた高い倫理観を持続しながら企業活動を行うためのコンプライ
アンス教育・啓発を行う。

４）内部監査担当による監査と監査等委員による監査を充実させ、内部統制システムの有
効性を確保し、課題の早期発見と是正に努める。

５）法令違反行為等に関する相談又は通報の適正な処理の仕組みを定め、不正行為等の早
期発見と是正、通報者の保護を図る。法令上疑義のある行為等について従業員が直接情
報提供を行う手段としてホットラインを設置・運営する。

⑥当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための
体制
１）当社グループの企業は経営理念を共有しており、取締役及び使用人に対し、当社同様
高い倫理観、価値観に基づき誠実に行動するよう求めている。

２）子会社の経営については、子会社の独立性を尊重しつつ関係会社管理規程に基づき適
切な管理を行う。子会社の事業に関して責任を負う取締役を任命し、法令遵守体制、リ
スク管理体制を構築する権限と責任を与え、本社はこれらを推進し運営管理する。

３）内部監査部門は、当社グループの企業活動が適法・適正かつ効率的に行われるよう、
グループ企業全社について業務の遂行状況及び内部統制の状況について監査する。
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４）監査等委員は、連結経営に対応したグループ全体の監視、監査を実効的かつ適正に行
えるよう会計監査人及び内部監査担当と密接に連携する。

⑦監査等委員がその職務の補助をすべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人
に関する事項
内部監査部門に所属する使用人は、監査等委員が求めたときは、その指揮命令のもとに

監査等委員の職務の補助を行う。

⑧前号の使用人の取締役からの独立性の確保に関する事項
１）監査等委員の補助業務を担当中の内部監査担当員は、監査等委員の指揮、監督のもと、
他の取締役の指揮、監督は受けないものとする。

２）内部監査担当の人事、組織の変更等については予め監査等委員の同意を必要とする。

⑨当社及び子会社の取締役及び使用人が監査等委員に報告をするための体制その他の監査等
委員への報告に関する体制
１）取締役及び使用人は、取締役会等の重要な会議において随時その担当する職務の執行
状況について報告を行う。

２）取締役及び使用人は、当社グループの事業、組織に重大な影響を及ぼす決定、内部監
査の実施状況、コンプライアンス・ホットラインによる通報状況及びその内容について
は遅滞なく監査等委員会に報告する。

３）取締役及び使用人は、職務執行に関して重大な法令・定款違反もしくは不正行為の事
実又は会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を知ったときは、遅滞なく監査等委
員会に報告する。

４）取締役及び使用人は、監査等委員が事業に関する報告を求めた場合又は監査等委員が
業務及び財産の状況を調査する場合、迅速かつ的確に対応し、監査等委員に協力する。

５）報告の方法（報告者、報告受領者、報告時期等）については、取締役会と監査等委員
会との協議により決定する方法による。

⑩監査等委員会及び監査等委員へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取
扱いを受けないことを確保する体制
監査等委員会及び監査等委員へ報告を行った当社グループの取締役及び従業員に対し、

当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことをいっさい禁止する。
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⑪監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他職務の執行につ
いて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項及びその他監査等委員の監査が実
効的に行われることを確保するための体制
１）取締役は、監査等委員による監査に協力し、監査にかかる諸費用（監査等委員会の職
務の執行に関するものに限る。）については監査の実効性を担保するべく予算を措置す
る。また、前払等の請求がなされた場合は担当部署において審議のうえ、速やかに当該
費用又は債務を処理する。

２）代表取締役は、監査等委員と定期的な会合を持ち、会社運営に関する意見交換及び意
思の疎通を図る。また、経営計画会議など業務の適正を確保するうえで重要な会議への
監査等委員の出席を確保する。

３）監査等委員会は、監査部の実施する内部監査に係る年次計画について事前に説明を受
け、その修正等を求めることができる。また、内部監査の実施状況について適宜報告を
受け必要があると認めるときは、追加監査の実施、業務改善策の策定等を求めることが
できる。

４）監査等委員は、独自に意見形成するため、監査の実施にあたり必要と認めるときは、
自らの判断で、弁護士、公認会計士、コンサルタントその他アドバイザー等の外部専門
家との連携を行うことができる。

⑫反社会的勢力排除に向けた体制整備
当社グループの取締役及び従業員は、「ジーエルサイエンスグループ企業行動指針」及

び「コンプライアンス規程」を徹底し、市民生活の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢
力及び団体とは断固として対決し、関係を遮断する。

2. 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社では、上記に掲げた業務の適正を確保するための体制を整備しておりますが、当事業

年度（2022年４月１日から2023年３月31日まで）においては、その基本方針に基づき以
下の具体的な取り組みを行っております。

①主な会議の開催状況として、取締役会は20回（定例12回、臨時８回）開催され、取締役
の職務執行の適法性を確保し、取締役の職務執行の適正性及び効率性を高めるために、当
社と利害関係を有しない社外取締役が全てに出席することとしております。その他、監査
等委員会は13回（定例12回、臨時１回）、経営計画会議は１回、経営会議は12回、コン
プライアンス委員会は研修会を含め２回開催いたしました。
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②監査等委員は、監査等委員会において定めた監査計画に基づき監査を行うとともに、当社
代表取締役社長及び他の取締役、内部監査部門、会計監査人との間で意見交換会を実施
し、情報交換等の緊密な連携を図っております。

③内部監査部門は、内部監査計画に基づき、当社の各部門の業務執行及び子会社の業務の監
査、内部統制監査及びフォローアップ監査を実施いたしました。

3. 金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制に関する体制
当社グループは、財務計算に関する書類その他の情報の適正性を確保するための体制を整

備し適切に運用する。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
以上の報告は、次により記載しております。
1. 記載金額は、表示単位未満を切り捨て、１株当たりの数値及びその他の数値については四捨五入により表

示しております。
2. 平均年齢、平均勤続年数及び各比率は、小数点第２位以下を切り捨てて小数点第１位までを表示しており

ます。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2023年３月31日現在）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

千円 千円
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
そ の 他
無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

14,346,408
3,446,313

5,224
724,354

4,164,470
629,569

2,436,575
2,499,674
443,938
△3,712

9,446,421
8,898,425
3,701,942
3,012,909
1,211,743
178,208
547,603
246,017
271,109
276,886
38,280
11,384
59,059

169,031
△868

流 動 負 債 4,559,222
支 払 手 形 201
電 子 記 録 債 務 556,165
買 掛 金 738,473
短 期 借 入 金 1,487,544
リ ー ス 債 務 56,425
未 払 法 人 税 等 826,577
賞 与 引 当 金 273,568
そ の 他 620,267

固 定 負 債 2,643,331
長 期 借 入 金 2,097,386
リ ー ス 債 務 165,258
繰 延 税 金 負 債 134,290
退 職 給 付 に 係 る 負 債 175,429
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 45,044
資 産 除 去 債 務 922
そ の 他 25,000

負 債 合 計 7,202,554
純 資 産 の 部

株 主 資 本 15,494,812
資 本 金 829,350
資 本 剰 余 金 1,015,260
利 益 剰 余 金 13,691,133
自 己 株 式 △40,931

その他の包括利益累計額 1,095,462
その他有価証券評価差額金 △7,331
為 替 換 算 調 整 勘 定 1,102,793

純 資 産 合 計 16,590,275
資 産 合 計 23,792,829 負 債 及 び 純 資 産 合 計 23,792,829
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連 結 損 益 計 算 書
（2022

2023
年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで）

科 目 金 額
千円 千円

売 上 高 20,063,599
売 上 原 価 14,029,702
売 上 総 利 益 6,033,896
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,965,628
営 業 利 益 4,068,268
営 業 外 収 益

受 取 利 息 928
受 取 配 当 金 1,340
補 助 金 収 入 71,925
為 替 差 益 215,137
そ の 他 11,972 301,303

営 業 外 費 用
支 払 利 息 12,997
そ の 他 1,980 14,977

経 常 利 益 4,354,594
特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 6,920 6,920
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 19,651
投 資 有 価 証 券 売 却 損 136
工 場 移 転 費 用 7,960 27,748

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 4,333,765
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,305,154
法 人 税 等 調 整 額 70,636 1,375,791
当 期 純 利 益 2,957,974
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 2,957,974
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連結株主資本等変動計算書

（2022年４月１日から）2023年３月31日まで

株 主 資 本
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

千円 千円 千円 千円 千円
当 期 首 残 高 829,350 1,015,260 11,119,871 △38,026 12,926,456
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 － － △386,713 － △386,713
親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 － － 2,957,974 － 2,957,974

自 己 株 式 の 取 得 － － － △2,905 △2,905

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － 2,571,261 △2,905 2,568,356
当 期 末 残 高 829,350 1,015,260 13,691,133 △40,931 15,494,812

その他の包括利益累計額
純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金 為替換算調整勘定 その他の包括利益
累 計 額 合 計

千円 千円 千円 千円
当 期 首 残 高 △10,791 863,570 852,779 13,779,235
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 － － － △386,713
親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 － － － 2,957,974

自 己 株 式 の 取 得 － － － △2,905

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 3,460 239,223 242,683 242,683

当 期 変 動 額 合 計 3,460 239,223 242,683 2,811,039
当 期 末 残 高 △7,331 1,102,793 1,095,462 16,590,275
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連 結 注 記 表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
1. 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ３社
連結子会社の名称 杭州泰谷諾石英有限公司

アイシンテック株式会社
ＧＬ ＴＥＣＨＮＯ Ａｍｅｒｉｃａ，Ｉｎｃ．

当連結会計年度より、当社がアイシンテック株式会社の全株式を取得し子会社化したため、
連結の範囲に含めております。

2. 連結子会社の事業年度に関する事項
連結子会社決算日

杭州泰谷諾石英有限公司 12月31日
アイシンテック株式会社 ３月31日
ＧＬ ＴＥＣＨＮＯ Ａｍｅｒｉｃａ，Ｉｎｃ． ３月31日

連結子会社である杭州泰谷諾石英有限公司は、連結計算書類の作成に当たっては同決算日
現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要
な調整を行っております。

3. 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの…時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）
市場価格のない株式等…移動平均法による原価法

②棚卸資産
通常の販売目的で保有する棚卸資産
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
イ 製品・仕掛品………個別法（ただし、仕掛原材料は移動平均法）
ロ 原材料・貯蔵品……移動平均法
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（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）
当社は定率法を、また、在外連結子会社は当該国の会計基準の規定に基づく定額法を採用
しております。
ただし、当社は1998年４月１日以降取得した建物 (建物附属設備は除く）並びに2016年
４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。

②無形固定資産（リース資産を除く）
定額法
なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に
基づく定額法によっております。

③リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

（3）重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金……………債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率に

よっており、貸倒懸念債権及び破産更生債権等については、個別に
回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金……………従業員の賞与の支給に備えるため、将来支給見込額のうち当連結会
計年度の負担額を計上しております。

③役員退職慰労引当金……当社は、役員（執行役員を含む）の退職慰労金の支給に備えるた
め、内規に基づく連結会計年度末要支給額を計上しております。
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（4）重要な収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社は、 半導体製造装置メーカーを主な得意先としており、石英製品・
シリコン製品の製造・販売を行っております。
当社及び連結子会社では、主に完成した製品を顧客に供給することを履行義務としてお
り、原則として製品の納入時点において支配が顧客に移転して履行義務が充足されると
判断していることから、当時点において収益を認識しております。 国内販売においては
出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合に
は、出荷した時点で収益を認識し、輸出販売においては顧客と合意した地点に製品が到着
した時点で収益を認識しております。
取引価格の算定については、顧客との契約において約束された対価から、値引き額等を控
除した金額で算定しております。
これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足後、別途定める支払条件により概ね１年
以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおりません。

（5）その他連結計算書類の作成のための重要な事項
①退職給付に係る会計処理の方法
当社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき計上しております。
退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を
退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

②外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし
て処理しております。
なお、在外連結子会社の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収
益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算
調整勘定に含めて計上しております。
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（会計上の見積りに関する注記）
棚卸資産の評価
（1）当連結会計年度計上額

棚卸資産（貯蔵品除く） 5,245,928千円
棚卸資産評価損 8,170千円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①算出方法
連結計算書類「注記事項(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注
記等) 3．会計方針に関する事項 (1)重要な資産の評価基準及び評価方法 ②棚卸資産」に
記載のとおり、棚卸資産の貸借対照表価額は、原価法（収益性の低下に基づく簿価切り下
げの方法）により算定しております。

②主要な仮定
一定期間以上滞留が認められる棚卸資産については、棚卸資産の収益性が低下したと仮定
し、簿価切り下げを実施しております。

③翌年度の連結計算書類に与える影響
将来の半導体市況が見通しより悪化し、棚卸資産の正味売却価額が著しく下落した場合、
又は経過年数が増加した場合には、翌連結会計年度の連結計算書類において認識する金額
に重要な影響を与える可能性があります。

（表示方法の変更）
連結損益計算書

前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「補助金収入」(前連
結会計年度6,468千円)については、重要性が高まったため、当連結会計年度においては
区分掲記しております。

前連結会計年度において、区分掲記しておりました「営業外費用」の「リース解約損」
(前連結会計年度1,606千円)については、金額が僅少となったため、当連結会計年度にお
いては「営業外費用」の「その他」に含めております。
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（連結貸借対照表関係）
（1）有形固定資産の減価償却累計額 9,276,841千円

なお、減価償却累計額には減損損失累計額53,870千円を含んでおります。
（2）担保に供している資産

建物及び構築物 2,061,619千円
土 地 1,012,268千円

計 3,073,887千円
担保資産に対応する債務

短 期 借 入 金 352,276千円
長 期 借 入 金 463,375千円

計 815,651千円
（3）過年度に取得した土地のうち国庫補助金等による圧縮記帳額は300,000千円であり、

連結貸借対照表計上額はこの圧縮記帳額を控除しております。

（連結株主資本等変動計算書関係）
1. 当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 3,900,000株
2. 配当に関する事項
（1）配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
（千円） 配当の原資 １株当たり

配当額（円） 基準日 効力発生日

2022年
６月21日

定時株主総会
普通株式 386,713 利益剰余金 500 2022年

３月31日
2022年
６月22日

(注) 当社は、2022年10月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております
が、１株当たり配当額は当該株式分割前の金額を記載しております。

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる
もの

決 議 株式の種類 配当金の総額
（千円） 配当の原資 １株当たり

配当額（円） 基準日 効力発生日

2023年
６月20日

定時株主総会
普通株式 502,672 利益剰余金 130 2023年

３月31日
2023年
６月21日
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（金融商品関係）
1. 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取り組方針

当社グループは、資金運用については主に短期的な預金等としており、また、資金調達に
ついては金融機関からの借入を基本としております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形、電子記録債権及び売掛金には、顧客の信用リスクがあります。
当該リスクに関しては、当社グループの社内規程に従い、与信限度額を定め、期日、残高
を定期的に管理しております。また、顧客との取引の状況に応じては、適宜、限度額の見
直しを行う体制を採っております。
投資有価証券は主に株式であり、市場価格の変動リスクがありますが、業務上の関係を有
する会社の株式であり、時価を定期的に把握し有価証券管理規程に則り適正に管理・評価
しております。
営業債務である支払手形、電子記録債務及び買掛金は１年以内の支払期日であります。
短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であります。長期借入金は営業取引及び設備投
資に係る資金調達であります。変動金利での借入金は金利変動リスクを伴うため、長期借
入金については固定金利での調達を基本としております。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
該当事項はありません。

2. 金融商品の時価等に関する事項
2023年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれら
の差額については、次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）
長期借入金 2,097,386 2,082,540 △14,845

負債計 2,097,386 2,082,540 △14,845
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（注1）「現金及び預金」「受取手形」「電子記録債権」「売掛金」「支払手形」「電子記録債務」「買掛金」「短期借
入金」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものである
ことから、記載を省略しております。

（注2） 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

受取手形 5,224 － － －
電子記録債権 724,354 － － －
売掛金 4,164,470 － － －

合計 4,894,048 － － －

（注3） 短期借入金及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額

区 分 １年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

短期借入金 1,487,544 － － － －
長期借入金 － 444,149 394,479 348,784 280,512

合計 1,487,544 444,149 394,479 348,784 280,512
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3. 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以
下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により

算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを

用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン
プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに
時価を分類しております。

時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 2,082,540 － 2,082,540

負債計 － 2,082,540 － 2,082,540

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を
基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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（企業結合等関係）
当社は、2022年７月４日開催の取締役会において、アイシンテック株式会社（以下、「ア
イシンテック」といいます。）を完全子会社とすることについて決議し、同日付で株式譲渡
契約を締結し、2022年７月22日付で、同社の株式の全部を取得いたしました。

1. 企業結合の概要
（1）被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称 アイシンテック株式会社
事業の内容 高純度石英ガラス、結晶シリコン等の加工

（2）企業結合を行った主な理由
当社グループは、半導体製造装置用の高純度石英ガラス及び結晶シリコンパーツの製造を
主力事業とし、多様化するニーズに迅速に応える技術力や現場力の向上、コストダウン活
動、アフターサービスの拡充、マーケティングと連動した各種要素技術の開発等を通し
て、世界中のお取引先へ高精度な石英・シリコン製品を供給しております。
一方、喜多方市に本社を置くアイシンテックは、高純度石英ガラスをはじめ結晶シリコ
ン、セラミックス、金属などの加工技術に定評があります。
アイシンテックが、当社グループに加わり、お取引先に対してより付加価値の高い製品の
提供へと繋がることが期待でき、当社グループ各社においても、アイシンテックの持って
いる高い加工技術力を活用することなどを通して、同社及び当社グループ相互の企業価値
の向上が図れるものと判断いたしました。

（3）企業結合日
2022年７月22日 株式取得日
2022年９月30日 みなし取得日

（4）企業結合の法的形式
現金を対価とする株式の取得

（5）結合後企業の名称
変更はありません。

2023年06月16日 09時32分 $FOLDER; 47ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



連結計算書類

48

（6）取得した議決権比率
100.00％

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として株式を取得したことによるものであります。

２．連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間
2022年10月１日から2023年３月31日まで

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金
取得原価 495,000千円

４．主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリー費用等 15,400千円

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
（1）発生したのれんの金額

85,949千円

（2）発生原因
取得原価が受け入れた資産及び引き受けた負債に配分された純額に対して超過した差額
を、のれんとして計上しております。

（3）償却方法及び償却期間
重要性が乏しいため発生時に一括償却しております。
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６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
流動資産 629,296千円
固定資産 449,884 〃
資産合計 1,079,181 〃
流動負債 561,686 〃
固定負債 108,444 〃
負債合計 670,130 〃

（収益認識関係）
1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

事業別に分解した収益の情報は以下のとおりです。
(単位：千円)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

半導体事業

石英製品 16,831,511

シリコン製品 3,039,718

その他 192,369

顧客との契約から生じる収益 20,063,599

その他の収益 －

外部顧客への売上高 20,063,599

2. 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「(連結計算書類の作成のための基本となる重要
な事項に関する注記等) ３.会計方針に関する事項 (4)重要な収益及び費用の計上基準」
に記載のとおりです。
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3. 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係
並びに当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識す
ると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

（1）契約資産及び契約負債の残高等
当社グループの顧客との契約から生じる債権は、受取手形、電子記録債権、売掛金であり
ます。契約資産及び契約負債の残高はありません。

（2）残存履行義務に配分した取引価格
当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想され
る契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略し
ております。

（１株当たり情報）
1．１株当たり純資産額 4,290円54銭
2．１株当たり当期純利益 764円97銭
（注）当社は、2022年10月１日付で普通株式１株に対し普通株式５株の割合で株式分割を行ってお

ります。１株当たり情報の各金額は、当連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定
して算定しております。

（重要な後発事象）
該当事項はありません。

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
（2023年３月31日現在）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

千円 千円
流 動 資 産 11,111,098 流 動 負 債 4,221,198

現 金 及 び 預 金 2,687,134 支 払 手 形 201
受 取 手 形 5,224 電 子 記 録 債 務 750,081
電 子 記 録 債 権 686,829 買 掛 金 807,101
売 掛 金 3,247,389 短 期 借 入 金 869,736
製 品 607,926 １年内返済予定の長期借入金 403,384
仕 掛 品 1,815,019 リ ー ス 債 務 35,772
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 1,411,769 未 払 金 188,449
前 渡 金 154,051 未 払 費 用 289,733
未 収 入 金 480,982 未 払 法 人 税 等 615,524
そ の 他 14,771 預 り 金 20,356

固 定 資 産 8,429,371 賞 与 引 当 金 239,968
有 形 固 定 資 産 4,088,550 そ の 他 890
建 物 1,490,659 固 定 負 債 1,966,541
構 築 物 33,367 長 期 借 入 金 1,627,850
機 械 装 置 977,587 リ ー ス 債 務 117,294
車 両 運 搬 具 2,135 退 職 給 付 引 当 金 175,429
工 具 器 具 備 品 127,305 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 45,044
土 地 1,148,337 資 産 除 去 債 務 922
リ ー ス 資 産 141,243 負 債 合 計 6,187,739
建 設 仮 勘 定 167,912 純 資 産 の 部
無 形 固 定 資 産 14,582 株 主 資 本 13,360,061
ソ フ ト ウ ェ ア 14,582 資 本 金 829,350
投 資 そ の 他 の 資 産 4,326,238 資 本 剰 余 金 1,015,260
投 資 有 価 証 券 38,280 資 本 準 備 金 1,015,260
関 係 会 社 株 式 510,400 利 益 剰 余 金 11,556,381
関 係 会 社 出 資 金 2,609,262 利 益 準 備 金 161,637
従業員に対する長期貸付金 11,384 そ の 他 利 益 剰 余 金 11,394,744
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 801,706 別 途 積 立 金 3,750,000
破 産 更 生 債 権 等 868 繰 越 利 益 剰 余 金 7,644,744
保 険 積 立 金 139,182 自 己 株 式 △40,931
繰 延 税 金 資 産 196,722 評 価 ・ 換 算 差 額 等 △7,331
そ の 他 19,300 その他有価証券評価差額金 △7,331
貸 倒 引 当 金 △868 純 資 産 合 計 13,352,729

資 産 合 計 19,540,469 負 債 及 び 純 資 産 合 計 19,540,469
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損 益 計 算 書
（2022

2023
年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで）

科 目 金 額
千円 千円

売 上 高 16,933,654
売 上 原 価 12,733,280
売 上 総 利 益 4,200,373
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,314,329
営 業 利 益 2,886,044
営 業 外 収 益

受 取 利 息 3,681
受 取 配 当 金 1,340
受 取 ロ イ ヤ リ テ ィ 172,478
為 替 差 益 129,761
そ の 他 18,049 325,310

営 業 外 費 用
支 払 利 息 10,719
支 払 手 数 料 1,239
そ の 他 86 12,044

経 常 利 益 3,199,310
特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 6,920 6,920
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 8,101
投 資 有 価 証 券 売 却 損 136 8,237

税 引 前 当 期 純 利 益 3,197,992
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 978,762
法 人 税 等 調 整 額 △11,400 967,361
当 期 純 利 益 2,230,631
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株主資本等変動計算書

（2022年４月１日から）2023年３月31日まで

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金 資本剰余金合計

千円 千円 千円
当 期 首 残 高 829,350 1,015,260 1,015,260
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 － － －
当 期 純 利 益 － － －
自 己 株 式 の 取 得 － － －
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － －
当 期 末 残 高 829,350 1,015,260 1,015,260

株 主 資 本
利 益 剰 余 金

利益準備金 そ の 他 利 益 剰 余 金
別 途 積 立 金 繰越利益剰余金

千円 千円 千円
当 期 首 残 高 161,637 3,750,000 5,800,826
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 － － △386,713
当 期 純 利 益 － － 2,230,631
自 己 株 式 の 取 得 － － －
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － 1,843,917
当 期 末 残 高 161,637 3,750,000 7,644,744
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株 主 資 本

利益剰余金合計 自己株式 株主資本合計

千円 千円 千円
当 期 首 残 高 9,712,464 △38,026 11,519,048
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △386,713 － △386,713
当 期 純 利 益 2,230,631 － 2,230,631
自 己 株 式 の 取 得 － △2,905 △2,905
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） － － －

当 期 変 動 額 合 計 1,843,917 △2,905 1,841,012
当 期 末 残 高 11,556,381 △40,931 13,360,061

評 価 ・ 換 算 差 額 等 純資産合計その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計
千円 千円 千円

当 期 首 残 高 △10,791 △10,791 11,508,257
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 － － △386,713
当 期 純 利 益 － － 2,230,631
自 己 株 式 の 取 得 － － △2,905
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 3,460 3,460 3,460

当 期 変 動 額 合 計 3,460 3,460 1,844,472
当 期 末 残 高 △7,331 △7,331 13,352,729

2023年06月16日 09時32分 $FOLDER; 54ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



計算書類

55

個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記)
1. 資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの…時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）
市場価格のない株式等…移動平均法による原価法

（2）棚卸資産
通常の販売目的で保有する棚卸資産
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
①製品・仕掛品……個別法（ただし、仕掛原材料は移動平均法）
②原材料・貯蔵品…移動平均法

2. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によって
おります。
ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月
１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
定額法
なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に
基づく定額法によっております。

（3）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。
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3. 引当金の計上基準
（1）貸 倒 引 当 金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率によ

っており、貸倒懸念債権及び破産更生債権等については、個別に回収
可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞 与 引 当 金 従業員の賞与の支給に備えるため、将来支給見込額のうち当事業年度
の負担額を計上しております。

（3）退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

（4）役員退職慰労引当金 役員（執行役員を含む）の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基
づく期末要支給額を計上しております。

4. 重要な収益及び費用の計上基準
当社は、半導体製造装置メーカーを主な得意先としており、石英製品・シリコン製品の製
造・販売を行っております。
当社では、主に完成した製品を顧客に供給することを履行義務としており、原則として製
品の納入時点において支配が顧客に移転して履行義務が充足されると判断していることか
ら、当時点において収益を認識しております。国内販売においては出荷時から当該製品の
支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷した時点で収益
を認識し、輸出販売においては顧客と合意した地点に製品が到着した時点で収益を認識し
ております。
取引価格の算定については、顧客との契約において約束された対価から、値引き額等を控
除した金額で算定しております。
これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足後、別途定める支払条件により概ね１年
以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおりません。

5. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし
て処理しております。
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（会計上の見積りに関する注記）
棚卸資産の評価
（1）当事業年度計上額

棚卸資産（貯蔵品除く） 3,759,666千円
棚卸資産評価損 9,079千円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結計算書類「連結注記表（会計上の見積りに関する注記）(2)識別した項目に係る重要
な会計上の見積りの内容に関する情報」に同一の内容を記載しているため、注記を省略し
ております。

（表示方法の変更）
損益計算書

前事業年度において、区分掲記しておりました「営業外費用」の「リース解約損」(前事
業年度1,606千円)については、金額が僅少となったため、当事業年度においては「営業
外費用」の「その他」に含めております。
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（貸借対照表関係）
1. 関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 276,756千円
長期金銭債権 801,706千円
短期金銭債務 658,361千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 5,583,969千円
なお、減価償却累計額には減損損失累計額53,870千円を含んでおります。

3. 担保に供している資産
建 物 1,447,890千円
構 築 物 31,410千円
土 地 948,862千円

計 2,428,163千円
担保資産に対応する債務

短 期 借 入 金 286,000千円
１年内返済予定の長期借入金 14,280千円
長 期 借 入 金 8,370千円

計 308,650千円
4. 過年度に取得した土地のうち国庫補助金等による圧縮記帳額は300,000千円であり、貸借

対照表計上額はこの圧縮記帳額を控除しております。

（損益計算書関係）
関係会社との取引高

売 上 高 102,077千円
仕 入 高 6,171,501千円
材 料 有 償 支 給 高 2,024,666千円
支 払 手 数 料 7,920千円
そ の 他 260,720千円
営業取引以外の取引高 受 取 利 息 3,245千円

受取ロイヤリティ 172,478千円
そ の 他 6,079千円
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（株主資本等変動計算書関係）
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 33,286株

（税効果会計関係）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
賞与引当金 73,190千円
棚卸資産評価損 25,786千円
未払事業税 32,483千円
減損損失 32,924千円
退職給付引当金 53,506千円
役員退職慰労引当金 13,738千円
その他 22,134千円

繰延税金資産小計 253,763千円
評価性引当額 △57,040千円
繰延税金資産合計 196,722千円
繰延税金資産純額 196,722千円
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（関連当事者との取引）
子会社及び関連会社等

属 性 会社等の名称
議決権等の
所有（被所
有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科 目 期末残高
（千円）

子会社 杭州泰谷諾石英
有限公司

所有
直接100%

材料支給 有償支給
（注１） 2,024,666 未収入金 262,200

技術支援
契約の締結

ロイヤリティ
の受取
（注２）

171,749 長期貸付金 775,000

製品及び
原材料購入

仕入
（注３） 6,171,498 買掛金 416,717

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）当社が購入した原材料を購入価格で支給しております。
（注２）ロイヤリティの受取は当社が提示した料率に対象となる売上高を掛けて計算しております。
（注３）市場実勢価格を勘案し、発注価格を決定しております。

（収益認識関係）
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結計算書類「連結注記
表（収益認識関係）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

（１株当たり情報）
1．１株当たり純資産額 3,453円25銭
2．１株当たり当期純利益 576円87銭
（注）当社は、2022年10月１日付で普通株式１株に対し普通株式５株の割合で株式分割を行っ

ております。１株当たり情報の各金額は、当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと
仮定して算定しております。

（重要な後発事象）
該当事項はありません。

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
独立監査人の監査報告書

2023年５月22日
テクノクオーツ株式会社
取締役会 御中

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ
東京都中央区

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 村 田 征 仁

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 伊 藤 宏 美

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、テクノクオーツ株式会社の2022年４月１日から

2023年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結
株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、テクノクオーツ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及
び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人

はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ

の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。
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当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連
結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
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・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。
監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部

統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するた
めにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書
独立監査人の監査報告書

2023年５月22日
テクノクオーツ株式会社
取締役会 御中

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ
東京都中央区

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 村 田 征 仁

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 伊 藤 宏 美

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、テクノクオーツ株式会社の2022年４月１

日から2023年３月31日までの第47期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本
等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等に関する監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい

て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかど
うか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどう
か注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部

統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するた
めにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書
監査報告書

当監査等委員会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第47期事業年度における取締役の職務
の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並

びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築
及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の
方法で監査を実施しました。

①監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、電話回線
又はインターネット等を経由した手段も活用しながら、会社の内部統制部門である監査部と連携のうえ、
重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じ
て説明を求め、重要な決裁書類を閲覧し、本社、営業所及び工場に関して業務及び財産の状況を調査い
たしました。また、子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、定期的に
事業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計
監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲
げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備して
いる旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示していると認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められませ
ん。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システ
ムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ
ん。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人監査法人Ａ＆Ａパートナーズの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
会計監査人監査法人Ａ＆Ａパートナーズの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年５月23日
テクノクオーツ株式会社 監査等委員会

監査等委員 石 川 和 弥 ㊞（常 勤）
監査等委員 谷 口 茂 樹 ㊞

監査等委員 森 田 岳 人 ㊞

（注）監査等委員石川和弥、谷口茂樹及び森田岳人は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社
外取締役であります。

以 上
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見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

株主総会会場ご案内図
会 場： 東京都中野区本町一丁目32番２号 ハーモニースクエア３F「ハーモニーホール」

● 交通のご案内 ●
中野坂上駅（東京メトロ丸ノ内線）

（都営大江戸線） 徒歩約３分

（駐車場・駐輪場はございませんので、公共交通機関をご利用ください。）

株主総会にご出席の皆様へのお土産の配布は取り止めさせていただき
ます。何卒ご理解くださいますようお願い申し上げます。
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